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様式第１号（要領第３関係）（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

	開発行為予備審査依頼書

年　　　月　　　日　
熱海市長　　　　　　あて





　　開発者　住　所　法人にあっては、その







　　　主たる事務所の所在地


氏　名　法人にあっては、その
名称及び代表者の氏名　　　
電話番号

下記のとおり開発行為を行いたいので、開発行為等事務処理要領第３の規定により予備審査を依頼します。

記

１　開発行為をしようとする場所

２　区域区分
　区域区分を定めない都市計画区域
３　用途地域
４　面積




㎡

５　目　　　　的
６　予定建築物等



様式第２号（要領第３関係）（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

開　発　計　画　概　要　書

	開発区域の地名地番
	

	地　　目
	地　目　区　分
	宅地
	農地
	山林
	公共用地
	その他
	合　　計

	
	面積(
	実測

公簿
	の別）
	
	
	
	
	
	

	
	比　　　　　率
	
	
	
	
	
	

	権　利　等
	
	地盤の状況
	

	申請予定者

住　　　所

氏　　　名
	電話
	工事施行者

    住　所

    氏　名
	電話

	
	
	設　計　者

住　所

氏　名
	電話

	開発行為の
目　　　的
	
	予定建築物等の用途
	

	設計の方針

	開発区域
	法令等の名称
	区域区分等
	有無の別及び面積
	備　　　　考

	
	都市計画法
	区域区分を定めない
都市計画区域
	有（　　　　㎡）無
	用途地域（　　　）

	
	
	都市計画施設
	有（　　　　㎡）無
	種類（　　　　　）

	
	建築基準法
	災害危険区域
	有（　　　　㎡）無
	

	
	地すべり等防止法
	地滑り防止区域
	有（　　　　㎡）無
	

	
	急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律
	急傾斜崩落危険区域
	有（　　　　㎡）無
	

	
	砂防法
	砂防指定地
	有（　　　　㎡）無
	

	
	土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律
	土砂災害特別警戒区域
	有（　　　　㎡）無
	

	
	
	土砂災害警戒区域
	有（　　　　㎡）無
	

	
	河川法
	河川区域
	有（　　　　㎡）無
	

	
	海岸法
	海岸保全区域
	有（　　　　㎡）無
	

	
	宅地造成等規制法
	宅地造成工事

規制区域
	有（　　　　㎡）無
	

	　　　の法規制状況
	農地法
	農地・採草牧草地
	有（　　　　㎡）無
	

	
	農業の振興地域の整備に関する法律
	農用地区域
	有（　　　　㎡）無
	

	
	森林法
	保安林
	有（　　　　㎡）無
	

	
	
	保安施設地区
	有（　　　　㎡）無
	

	
	
	地域森林計画

対象民有林
	有（　　　　㎡）無
	

	
	自然公園法
	特別地域
	有（　　　　㎡）無
	地区区分（　　　）

	
	
	普通地域
	有（　　　　㎡）無
	

	
	自然環境保全法
	自然環境保全地域
	有（　　　　㎡）無
	地区区分（　　　）

	
	鳥獣保護及狩猟ニ

関スル法律
	特別保護地区
	有（　　　　㎡）無
	

	
	文化財保護法
	周知の埋蔵文化財
包蔵地
	有（　　　　㎡）無
	遺跡等の名称
（　　　　　　　）

	
	静岡県風致地区条例
	風致地区
	有（　　　　㎡）無
	地区区分（　　　）

	接続道路
	道路の名称
	
	排水先
	河川等の名称
	

	
	管理者
	
	
	管理者
	

	
	道路幅員
	
	
	整備状況
	

	
	整備状況
	
	
	放流の承認
	

	土地利用計画
	利用区分
	営  業  用  地

（自己用地も含む）
	公共のように供する土地
	その他
	合　　　計

	
	
	
	道路用地
	公園用地
	排水施設用地
	
	

	
	面積
	
	
	
	
	
	

	
	比率
	
	
	
	
	
	

	
	区画の内訳（分譲住宅用地のみ記載）
	１６５～２００㎡未満
	２００㎡以上
	合　　　　計

	
	区画数
	
	
	

	熱海市まちづくり条例による協議の状況

	予定工期
	着　手
	年　　月　　日
	完　了　
	年　　月　　日


様式第５号（要領第４関係）（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

開発行為許可申請書

	　都市計画法第２９条第1項（第２項）の規定により開発行為の許可を申請します。

　　　　　　年　　月　　日

熱海市長　　　　　あて
　許可申請者
住　所　法人にあっては、その主た

　　　　る事務所の所在地

　　　　　　氏　名　法人にあっては、その名称及び代表者の氏名　　　
電話番号

	※手数料欄

注　手数料は熱海市手数料徴収条例を参照のこと。

	開発行為の概要
	１　開発区域に含まれる地域の名称
	

	
	２　開発区域の面積
	　　　　　　　　　　　　　　　　　平方メートル　

	
	３　予定建築物等の用途
	

	
	４　工事施行者住所氏名
	

	
	５　工事着手予定年月日
	　　　　　　　　年　　　　　　月　　　　　　日

	
	６　工事完了予定年月日
	　　　　　　　　年　　　　　　月　　　　　　日

	
	７　自己の居住の用に供するも
の､自己の業務の用に　供す
るもの、その他のものの別
	

	
	８　その他必要な事項
	

	※　受付番号
	

	※　許可に附した条件
	

	※　許可番号
	　　　　　　年　　　　月　　　　日　　　　第　　　　号　


備考　１　宅地造成等規制法（昭和36年法律第191号）第３条第１項の宅地造成工事規制区域
内においては、本許可を受けることにより、同法第８条第１項本文の宅地造成に関す　

る工事の許可が不要になります。
　　　２　津波防災地域づくりに関する法律（平成23年法律123号）第７３条第１項の特定開発行為は、本許可を受けることにより、同項の許可を受けたものとみなされます。
３　※印のある欄は記載しないこと。
４　その他必要な事項」の欄には、開発行為を行うことについて、農地法その他の法令
による許可、認可等を要する場合には、その手続きの状況を記載すること。
５　「工事着手予定年月日」の欄には、「許可の日から」、又は「許可の日から何ヶ月」
等と記入すること。
６　「工事完了予定年月日」の欄には、「工事着手後何ヶ月」等と記入すること。
７　申請書に関する連絡先を欄外に記載すること。
様式第６号（要領第４関係）

設　計　説　明　書

１　設計の方針

(1) 開発の目的

(2) 基本方針

２　開発区域内の土地の現況

　(1) 地域地区等

	区域区分
	用途地域の種類
	その他の地域地区の種類

	区域区分の非設定
	
	

	宅地造成工事
規制区域
	災害危険区域
	地すべり防止
区域
	急傾斜地崩壊
危険区域
	土砂災害特別
警戒区域

	□　区域内

□　区域外
	□　区域内

□　区域外
	□　区域内

□　区域外
	□　区域内

□　区域外
	□　区域内

□　区域外


　(2) 地目別の内訳
	地目区分
	宅　　地
	農　　地
	山　　林
	公共用地
	その他
	合　　計

	面　積
	
	
	
	
	
	

	比　率
	
	
	
	
	
	


　(3) 計画地の現状

	地　層地　質の概要
	

	河　川
	〇〇〇流域

面積　　ha

全体面積の

　　　　％
	流末経路
	放流先
中間経路
	　例

　　〇〇調整地　　　　〇〇調整地

　　　　↓　　　　　　　　↓

　（普）〇〇川　　　（普）〇〇川

　　　　（二）〇　〇　川

　　　　　　　　↓

　　　　（二）〇　〇　川

　　　　　　　　↓

　　　　　　　　海

	
	
	
	河川法上の

河川又は海
	

	計画地への交

通　路
	取付ける

認定道路
	　　　　　道　　　　　　　　　　　線　（Ｗ＝　　　　　　ｍ）

　　　　　道　　　　　　　　　　　線　（Ｗ＝　　　　　　ｍ）

	
	進入路区間
	　Ｗ＝　　　　ｍ　　　Ｌ＝　　　　ｍ　　　現況地目


（注）　１　「流末経路」の欄には、放流先から最終の流末河川までを系統ごとに記入すること。また河川の級種別も記入すること。

２　「取付ける認定道路」の欄には、開発区域内の道路が接続する開発区域外の道路又は開発区域内の予定建築物等の敷地が接する開発区域外の道路について記載すること。なお、当該道路を拡幅する場合には、現況幅員及び拡幅後の幅員をそれぞれ記載すること。

３　「進入路区間」の欄には、開発区域内の道路と開発区域外の道路を接続するために設置する道路の区間について記載すること。

３　土地利用計画

	土地利用
区分
	宅地用地
	公共施設用地
	その他の
用地
	計

	
	
	道路
	水路
	
	

	面　　積
	
	
	
	
	

	比　　率
	
	
	
	
	


４　開発率

施行区域の面積に対する現地形又は現植生を変更する土地の面積の割合を記入すること。

	
	㎡
	％

　×　１００　＝


	
	㎡
	


５　住区街区の設定計画

	街区数
最大街区数
街区最長辺長
	
	最小区画面積

最大区画面積

平均区画面積
	
	予定建築物
	区画数

	
	
	
	
	
	


６　個別計画の明細

(1) 防災計画

(2) 排水計画

(3) 給水計画

(4) 造成計画

(5) その他の施設整備計画

７　公共施設の整備計画

(1) 道路

(2) 上水道

(3) 下水道（処理場を含む）

(4) 公園

(5) 河川・水路

(6) 消防水利施設

	区分
	道路用地
	公園用地
	排水施設
用地
	その他の
用地
	合計

	面積
	
	
	
	
	

	比率
	
	
	
	
	


８　公益的施設の配置計画

	名称
	
	
	
	
	

	敷地面積
	
	
	
	
	

	管理者
	
	
	
	
	

	整備計画
建設時期等
	
	
	
	
	


９　環境保全の計画

１０　工事中の災害防止対策

１１　完成後の施設管理計画等

注１　設計の方針には開発の目的と計画上周辺地との関連や計画の設計に際し、特に留意

した事項等を記入にして下さい。

注２　公益的施設の配置計画には、都市計画法第29条第3号及び都市計画法施行令第27

条の公益的施設について記入して下さい。

注３　設計変更する場合は、変更事項についてのみ原設計を上段に朱書で併記して下さい。

様式第７号（要領第４関係）

	第　　　  　　　号　
年　　　月　　　日　
様

国土交通省所管国有財産部局長

又は公共施設の管理者　　　　　　　　　　
都市計画法第３２条の規定に基づく同意

　　　　年　　　月　　　日付けによる申請については下記のとおり同意します。

記
１　従前の公共施設一覧表（付替をしない場合）
別紙(1)のとおり。

２　付替えに係る公共施設一覧表（付替をした場合）
別紙(2)のとおり。

３　その他（条件等）


（注）　１　別紙には、付替をした場合と、付替しない場合のいずれか一つを添付すること。
２　その他条件等があれば具体的内容を示すこと。
３　開発許可申請のときに添付すること。

　別　紙　(1)

従前の公共施設一覧表（付替道路、水路を設置しない場合）

	従前の公共施設の名　　称
	新旧対照図に付した番号
	廃止、付替え、拡幅等の別
	概　　　　　　　要
	管理者

名　称
	所有者

の名称
	摘　　要

	
	
	
	延　　長
	幅　　員
（管径）
	面　　積
	
	
	

	
	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	
	


（注）　従前の公共施設の名称は、道路、公園等の種別ごとに記入すること。

　別　紙　(2)

付替えに係る公共施設一覧表（付替道路、水路を設置した場合）

	従  前  の  公  共  施  設
	付替えに係る公共施設
	付替後におおける従前の公共施設用地の帰属
	摘要

	名　　　　称
	新旧対照図に付した番号
	土地所有者の名称
	名　　　　称
	新旧対照図に付した番号
	
	

	
	番号
	地積
	
	
	番号
	地積
	
	


（注）　都市計画法４０条第１項の規定により公共施設の付替えをする場合に記入すること。
記入上の留意点

１　開発区域の公共施設を廃止、拡幅又はそのまま存置する場合には、別紙(1) に記入すること。

２　その他の場合には、別紙(2)に記入し、「付替え後における従前の公共施設用地の帰属」欄には、開発行為の許可を受けた者を記入すること。また、「摘要」欄には「付替えに係る公共施設」の所有者を記入すること。

様式第８号（要領第４関係）

新 設 す る 公 共 施 設 一 覧 表

	新設する公共

施設の名称
	新旧対照図に

付した番号
	概　　　　　　　　要
	管理者となるべ

き 者 の 名 称
	摘　　要

	
	
	延　　長
	幅　員

（管径）
	面　　積
	
	

	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	


上記のとおり都市計画法第３２条に規定する協議を了したことを証します。

　　　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（公共施設管理者）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（注）１　新設する公共施設の名称は、道路、公園等の種別ごとに記入すること。

２　概要の欄の道路の幅員については有効幅員を、道路の面積については道路敷の面積を記入すること。

３　拡幅の場合は、従前の公共施設の番号、幅員等を摘要の欄に記入すること。

様式第９号（要領第４関係）（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

開 発 区 域 内 権 利 者 一 覧 表

	物件の種類
	所在及び地番
	面　　積
	権利の種別
	権利者の氏名
	同意の有無
	摘　　要

	
	
	㎡
	
	
	
	


（注）　１　物件の種類の欄には、土地・建物等の種別を記入すること。
２　権利の種別の欄には、所有権・抵当権等の別を記入すること。
３　同意の有無の欄には、その旨を記入し、協議中の場合はその経過を示す説明書を添えること。

４　同一物件に複数の権利者がいる場合には、全ての権利者について記入すること。

様式第１０号（要領第４関係）（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

開発行為の施行等の同意書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　年　　　月　　　日　

開発者　住　所

　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　権利者　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　印　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
わたくしが権利を有する次の物件について、開発行為及び開発行為に関する工事を行うことに同意します。なお、当該物件が公共施設の用に供する土地となる場合があっても異議ありません。

	 eq \o\ad(物件の種類,　　　　　　　　　　　　　　)
	 eq \o\ad(所在及び地番,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	面　　積
	 eq \o\ad(権利の種類,　　　　　　　　　　　　　　)
	摘　　　要

	
	
	㎡
	
	


（注）　権利者の印に係る印鑑証明書を添付すること。

様式第１１号（要領第４関係）（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

設計者の資格に関する申告書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日　
熱海市長　　　　　あて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　設計者　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日生　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
次のとおり都市計画法第３１条に規定する設計者の資格について申告します。

	学　歴
	学校の名称
	学部及び学科
	所　　在　　地
	修業年限

	
	
	
	
	

	実 務 経 歴
	勤 　 務  　先
	所　　在　　地
	職　名
	在職期間（合計　　年　　月）

	
	
	
	
	　　年　　月から　　年　　月まで

	
	
	
	
	　　年　　月から　　年　　月まで

	
	
	
	
	　　年　　月から　　年　　月まで

	
	
	
	
	　　年　　月から　　年　　月まで

	設 　計 　経 　歴
	事業主体
	工事施行者
	施行場所
	面　積
	許認可の番号

及び年月日

	
	
	
	
	㎡
	第　　　　号

　年　　月　　日

	
	
	
	
	
	第　　　　号

　年　　月　　日

	
	
	
	
	
	第　　　　号

　年　　月　　日

	
	
	
	
	
	第　　　　号

　年　　月　　日

	
	
	
	
	
	第　　　　号

　年　　月　　日

	都市計画法施行規則第１９条の該当資格
	 □　第１号

 □　第２号
	イロハニホヘトチ


（注）　１　学歴の欄には、設計者の資格に関係のある学歴を記入すること。
２　実務経歴及び設計経歴の欄には、宅地開発に関する経歴のみを記入すること。
３　都市計画法施行規則第１９条に規定する資格を証する書類を添えること。
４　開発区域の面積が２０ha以上の場合の設計経歴欄には、２０ha以上の開発行為に関する工事の経歴を記入すること。

様式第１２号（要領第４関係）（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）
申請者の資力及び信用に関する申告書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日　
熱海市長　　　　　あて
申請者　住　所　法人にあっては、その

　　　　　　　　主たる事務所の所在

氏　名　法人にあっては、その

名称及び代表者の氏名
電話番号
都市計画法第３３条第１項第１２号に規定する必要な資力及び信用について次のとおり申告します。

	設立年月日
	　　年　　　月　　　日
	資 本 金
	　　　　　　　　　千円

	法令による登録等
	

	従業員数
	　　　　　　　　　人（うち土木建築関係技術者　　　　　　人）

	前年度事業量
	　　　　　　　　　千円
	資産総額
	　　　　　　　　　千円

	前年度又は前年の納税額
	法人税又は所得税　　　　　　千円　事業税　　　　　　　千円

	主たる取引金融機関
	

	役 員 略 歴
	職　　　　　　名
	氏　　　　　名
	年　齢
	在社年数
	資格・免許・学歴・その他

	
	
	
	歳
	年
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	宅 地 造 成 経 歴
	工事の名称
	工事施行者
	工事施行場所
	面　積
	許認可の年月日及び番　　　　　　号
	着工及び完了の年月

	
	
	
	
	㎡
	　年　　月　　日

　第　　　　　号
	　年　　月　着工

　年　　月　完了

	
	
	
	
	
	　年　　月　　日

　第　　　　　号
	　年　　月　着工

　年　　月　完了

	
	
	
	
	
	　年　　月　　日

　第　　　　　号
	　年　　月　着工

　年　　月　完了

	
	
	
	
	
	　年　　月　　日

　第　　　　　号
	　年　　月　着工

　年　　月　完了

	
	
	
	
	
	　年　　月　　日

　第　　　　　号
	　年　　月　着工

　年　　月　完了


（注）１　法令による登録等の欄には、宅地建物取引業法による宅地建物取引業者の免許、建築士法による建築士事務所の登録、建設業法による建設業者の登録等について記入し、当該免許証等の写しを添付すること。

２　次に掲げる書類を添えること。

(1)
前年度に係る法人税又は前年に係る所得税の納税証明書

(2)　財務諸表（直前の事業年度のもの）

様式第１３号（要領第４関係）（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

資　金　計　画　書

１　収支計画
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　千円）

	科　　　　　　目
	金　　　　　　　　　　　　　　　　　　額

	収　　　　　　　入
	処分収入
	

	
	宅地処分収入
	

	
	
	

	
	
	

	
	補助負担金
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	計
	

	支　　　　　　　　　　　　　　　出
	用 　　地　 　費
	

	
	工 　　事　　 費
	

	
	（内訳）
	

	
	整地工事費
	

	
	道路工事費
	

	
	排水施設工事費
	

	
	給水施設工事費
	

	
	防災工事費
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	附帯工事費
	

	
	事務費
	

	
	借入金利息
	

	
	
	

	
	
	

	
	計
	


（注）　処分収入にあっては、単価及び積算の基礎を科目欄に（　）書すること。付帯工事にあっては、工事の種別（緑化費等）を区分して、それぞれについて記入すること。

２　年度別資金計画









　　　　　（単位　千円）

	　　　　　　　　年度

　科目
	　　　　年度
	　　　　年度
	 　　　　年度
	計

	支　　　　　　　　出
	事　　業　　費
	
	
	
	

	
	用地費
	
	
	
	

	
	工　事　費
	
	
	
	

	
	附帯工事
	
	
	
	

	
	事　務　費
	
	
	
	

	
	借入金利息
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	借 入 金 償 還 金
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	

	収　　　　　　　　入
	自己資金
	
	
	
	

	
	借　　　入 　 　金
	
	
	
	

	
	その他
（権利金、入会金等）
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	処分収入
	
	
	
	


	
	宅地処分収入
	
	
	
	

	
	その他処分収入
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	補助費負担金
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	

	借 入 金 の 借 入 先
	


（注）　収入について、調達方法を裏づける書面（預金残高証明書、融資証明書等）を添付すること。

様式第１４号（要領第４関係）（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）
工事施行者の能力に関する申告書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日　
熱海市長　　　　　あて
申　請　者　住　所
法人にあっては、その

主たる事務所の所在地

氏　名
法人にあっては、その

名称及び代表者の氏名

電話番号

工事施行者　住　所
法人にあっては、その

主たる事務所の所在地

氏　名
法人にあっては、その
名称及び代表者の氏名

電話番号

都市計画法第３３条第1項第１３号に規定する必要な能力について次のとおり申告します。
	設立年月日
	　　　年　　　月　　　日
	資本金
	千円

	法令による登録等
	

	従業員数
	事　　務
	技　　術
	労　　務
	計

	
	
	
	
	

	前年度又は前年の納税額
	法人税又は所得税
	千円
	事業税
	千円

	主たる取引金融機関
	

	建設業法第２６条による主任技術者の住所及び氏名
	

	技術者略歴
	職　　　名
	氏　　　名
	年　令
	在社年数
	資格・免許・学歴・その他

	
	
	
	才
	年
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	宅地造成工事等施行経歴
	注文主の氏名
	元請・下請の別
	工事施行場所
	面　積
	許認可年月日
	完了年月

	
	
	
	
	ｍ2
	　年　　月　　日
	　年　　月

	
	
	
	
	
	　年　　月　　日
	　年　　月

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	　年　　月　　日
	　年　　月

	
	
	
	
	
	　年　　月　　日
	　年　　月

	
	
	
	
	
	　年　　月　　日
	　年　　月


（注）　１　法令による登録等の欄には、建設業法による建設業の許可、建築士法による建築士事務所の登録等について記入し、当該許可証等の写しを添付すること。

２　次に掲げる書類を添えること。

(1) 前年度に係る法人税又は前年に係る所得税の納税証明書

(2) 法人の登記事項証明書（個人の場合は、履歴書）

様式第１９号（要領第９関係）（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

工事完了届出書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日　
熱海市長　　　　　あて
届出者　住　所　法人にあっては、その
主たる事務所の所在地

氏　名　法人にあっては、その

名称及び代表者の氏名　
都市計画法第３６条第1項の規定により、開発行為に関する工事（許可番号　　年　　月　　　日　　　第　　　　号）が下記のとおり完了しましたので届け出ます。

記

１　工事完了年月日　　　　　　　　　　年　　　月　　　日

２　工事を完了した開発区域又は

工区に含まれる地域の名称

	※　受付番号
	　　　年　　　月　　　日　　　第　　　　　号

	※　検査年月日
	年　　　　月　　　　日

	※　検査結果
	合　　　　　　　　　否

	※　検査済証番号
	　　　年　　　月　　　日　　　第　　　　　号

	※　工事完了公告年月日
	年　　　　月　　　　日


備考　※印のある欄は記載しないこと。

様式第２０号（要領第９関係）（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

公共施設工事完了届出書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     　年　　　月　　　日　
熱海市長　　　　　あて
届出者　住　所　法人にあっては、その

主たる事務所の所在地

氏　名　法人にあっては、その

名称及び代表者の氏名　
都市計画法第３６条第1項の規定により、公共施設に関する工事（許可番号　　年　　月　　　日　第　　　　号）が下記のとおり完了しましたので届け出ます。

記

１　工事完了年月日　　　　　　　　　　年　　　月　　　日

２　工事を完了した公共施設が存する開発

区域又は工区に含まれる地域の名称

３　工事を完了した公共施設

	※　受付番号
	　　　年　　　月　　　日　　　第　　　　　号

	※　検査年月日
	年　　　　月　　　　日

	※　検査結果
	合　　　　　　　　　否

	※　検査済証番号
	　　　年　　　月　　　日　　　第　　　　　号

	※　工事完了公告年月日
	年　　　　月　　　　日


備考　※印のある欄は記載しないこと。

様式第２２号（要領第９関係）（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

	手直工事（指示事項）完了報告書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日　
　熱海市長　　　　　　あて

申請者　住　所　法人にあっては、その

主たる事務所の所在地

氏　名　法人にあっては、その

名称及び代表者の氏名　　　　　

電話番号


氏名（法人にあっては、その代表者の氏名）を

自署する場合は、押印は不要であること。


開発行為に関する　　　　　（許可番号　　年　　月　　日　　第　　号）が
下記のとおり完了しましたので、開発行為等事務処理要領第９(3)の規定に基づき報告します。

記

　１　開発行為の場所

　２　完了検査年月日　　　　　　　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日
　３　手直工事

　４　指示事項

　５　手直工事（指示事項）完了年月日　　　　　　　年　　　　月　　　　日


様式第３０号（要領第１３関係）（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

開発行為に関する工事の廃止の届出書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日　
　熱海市長　　　　　　あて

申請者　住　所　法人にあっては、その

主たる事務所の所在地

氏　名　法人にあっては、その

名称及び代表者の氏名　
電話番号

都市計画法第３８条の規定により、開発行為に関する工事（許可番号　　　年　　月
　　日　　　　第　　　　号）を下記のとおり廃止しましたので届け出ます。

記

１　開発行為に関する工事を

廃止した年月日　　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日

２　開発行為に関する工事の

廃止に係る地域の名称
３　開発行為に関する工事の

廃止に係る地域の面積
４　工事の廃止の理由
様式第３４号の２（要領第１４関係）（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）
開発行為変更協議書
　　年　　　月　　　日
熱海市長　あて

申請者　住　所　法人にあっては、その

主たる事務所の所在地

氏　名　法人にあっては、その

名称及び代表者の氏名　　　　　
電話番号


氏名（法人にあっては、その代表者の氏名）を
自署する場合は、押印は不要であること。

　次のとおり開発行為に関する設計を変更したいので、開発行為等事務処理要領１４(6)の規定により協議します。
	変更に係る事項

	

	変更の理由

	

	開発許可の許可番号

	年　　月　　日　　　　　第　　　　　号


（注）変更に係る事項は、変更前及び変更後の内容を対照させて記載すること。
第４８号様式（要領第２０関係）（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

農林漁業を営む者であることの証明書

	氏　　　　　　名
	 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年齢（　　　　）

	住　　　　　　所
	

	開発行為又は建築
しようとする場所
の所在、地番
	


　　上記の者は、　　　　業を営む者であることを証明します。

　　　　　年　　　月　　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
細則様式第１号（要領第６関係）（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）
工事着手届

年　　月　　日　

熱海市長　　　　　あて

届出者　住　所　法人にあっては、その
主たる事務所の所在地

氏　名　法人にあっては、その

名称及び代表者の氏名　印　　


氏名（法人にあっては、その代表者の氏名）を

自署する場合は、押印は不要であること。

開発行為の工事に着手しますので、熱海市都市計画法施行細則第３条の規定により
届け出ます。
	許可年月日番号
	年　　　月　　　日　　　第　　　号

	開発区域に含まれる地域の名称
	

	工事
	着手　完了予定
	年月日
	年　　　月　　　日　　　着手

年　　　月　　　日　　　完了予定

	工　事　施　行　者
	氏名
	

	
	住所
	

	
	連絡場所
	電話番号　　　　　　

	現　場　管　理　者
	氏名
	

	
	住所
	

	
	連絡場所
	電話番号　　　　　　


細則様式第２号（要領第６関係）（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

工程表

	工種
	細別
	数　量
	単　位
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月

	
	
	
	
	１
	11
	21
	１
	11
	21
	１
	11
	21
	１
	11
	21
	１
	11
	21
	１
	11
	21
	１
	11
	21
	１
	11
	21

	
	
	
	
	～
	～
	～
	～
	～
	～
	～
	～
	～
	～
	～
	～
	～
	～
	～
	～
	～
	～
	～
	～
	～
	～
	～
	～

	
	
	
	
	10
	20
	
	10
	20
	
	10
	20
	
	10
	20
	
	10
	20
	
	10
	20
	
	10
	20
	
	10
	20
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	通計歩合
	％
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


細則様式第４号（要領第１４関係）（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）
開発行為変更許可申請書

　熱海市長　　　　　　あて

申請者　住　所　法人にあっては、その

主たる事務所の所在地

氏　名　法人にあっては、その

名称及び代表者の氏名　
電話番号

次のとおり開発行為の変更の許可を受けたいので、都市計画法第３５条の２第２項の規定により申請します｡

	区分
	変更前
	変更後

	開発行為の変更の概要
	開発区域に含まれる地域の名称
	
	

	
	開発区域の面積
	平方メートル
	平方メートル

	
	予定建築物等の用途
	
	

	
	工事施行者住所氏名
	
	

	
	その他必要な事項
	
	

	変更の理由
	

	開発許可の許可番号
	年　　月　　日　　　第　　　号　

	＊　受付番号
	年　　月　　日　　　第　　　号　

	＊　変更の許可に付した条件
	

	＊　変更の許可の許可番号
	年　　月　　日　　　第　　　号　


（注） １　＊印のある欄は、記載しないこと。
２　「その他必要な事項」の欄は、開発行為の変更を行うことについて、農地法その他の法令による許可、認可等を要する場合には、その手続の状況を記載すること。

３　工事の着手予定年月日又は工事の完了予定年月日の変更を伴う場合には、「開発行為変更届」を添付すること。

細則様式第５号（要領第１４関係）（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

開発行為変更届
　年　　　月　　　日　

　熱海市長　　　　　　あて

申請者　住　所　法人にあっては、その

主たる事務所の所在地

氏　名　法人にあっては、その

名称及び代表者の氏名　
電話番号

次のとおり開発行為の変更をしたので、都市計画法第３５条の２第３項の規定により届け出ます。

	変更に係る事項
	

	変更の理由
	

	開発許可の許可番号
	年　　月　　日　　　第　　　　号　


（注）変更に係る事項は、変更前及び変更後の内容を対照させて記載すること。

細則様式第６号（要領第１０関係）（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

開発区域内における建築等制限解除申請書

年　　　月　　　日　
　熱海市長　　　　　　あて

申請者　住　所　法人にあっては、その

主たる事務所の所在地

氏　名　法人にあっては、その

名称及び代表者の氏名　　印　　
電話番号


氏名（法人にあっては、その代表者の氏名）を
自署する場合は、押印は不要であること。

都市計画法第３７条第１号の規定により、開発区域内の土地における建築等の制限解除を申請します。

	開発行為許可年月日番号
	年　　月　　日　　　第　　　　号　

	開発区域に含まれる地域の名称
	

	建築等の制限解除を申請する

土地の区域
	

	予定建築物等の用途、構造
	

	申請の理由
	


　添付書類
１　申請地位置図……Ｓ＝１/１，０００以上の開発許可を受けた土地利用計画図に敷地の位置を赤線で囲み表示すること。

２　予定建築物位置図、平面図、立面図……Ｓ＝１/１００程度、別途建築確認申請と同一のもの

３　現況写真……手札判程度の大きさのもの
細則様式第７号（要領第１２関係）（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

安全上の措置に関する計画書

年　　　月　　　日　
　熱海市長　　　　　　あて

申請者　住　所　法人にあっては、その

主たる事務所の所在地

氏　名　法人にあっては、その

名称及び代表者の氏名　　印　　
電話番号


氏名（法人にあっては、その代表者の氏名）を
自署する場合は、押印は不要であること。

次のとおり安全上の措置に関する計画書を作成したので、提出します。
	開発行為許可年月日番号
	年　　月　　日　　　第　　　　号　

	開発区域に含まれる地域の名称
	

	開発行為に関する工事の

施行状況
	

	安全上の措置に関する

計画の内容
	


　添付書類
１　開発行為に関する工事の施行状況を示す図面
２　安全上の措置に関する計画の内容を示す図面
細則様式第８号（要領第１６関係）（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）
制限区域内における建築の許可申請書

年　　月　　日　
　熱海市長　　　　　　あて

申請者　住　所　法人にあっては、その

主たる事務所の所在地

氏　名　法人にあっては、その

名称及び代表者の氏名　　印　　
電話番号


氏名（法人にあっては、その代表者の氏名）を
自署する場合は、押印は不要であること。

　　都市計画法第４１条第２項ただし書の規定により、建築の許可を申請します。

	開発行為許可年月日番号
	        年　　月　　日　   第　    号  

	開発区域に含まれる地域の名称
	

	許可を受けた者の氏名又は名称
	

	制限を受けた内容
	

	建築物の構造等

（用途、規模、棟数）
	

	申請の理由
	


細則様式第９号（要領第１６関係）（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

	予定建築物等以外の建築等の許可申請書

年　　月　　日　
　熱海市長　　　　　　あて

申請者　住　所　法人にあっては、その

主たる事務所の所在地

氏　名　法人にあっては、その

名称及び代表者の氏名　　印　　
電話番号


氏名（法人にあっては、その代表者の氏名）を
自署する場合は、押印は不要であること。

都市計画法第４２条第１項ただし書の規定により､予定建築物等以外の建築等の許可を申請します｡

開発行為許可年月日番号

　　　　　　年　　月　　日　　　第　　　　号

開発区域に含まれる地域の名称

許可を受けた者の氏名又は名称

予定建築物等の用途

予定建築物等以外の建築物等の用途又は用途変更しようとする建築物等の用途

申請の理由




細則様式第１０号（要領第１７関係）（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）
地位の承継届

　　　年　　月　　日　

　熱海市長　　　　　　あて

申請者　住　所　法人にあっては、その

主たる事務所の所在地

氏　名　法人にあっては、その

名称及び代表者の氏名　　印　　
電話番号


氏名（法人にあっては、その代表者の氏名）を
自署する場合は、押印は不要であること。

都市計画法第４４条の規定により、許可に基づく地位を承継しましたので、届け出ます。

	開発行為等許可年月日番号
	年　　　月　　　日      第 　    号　

	許可に係る地域の名称
	

	

　住　　所

被 承 継 人 の



　氏　　名
	

	承継の理由
	

	承継年月日
	


添付書類　開発行為に関する工事の権原を取得した事実を証する書類

細則様式第１１号（要領第１８関係）（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

地位の承継の承認申請書

　　　　年　　月　　日　
　熱海市長　　　　　　あて

申請者　住　所　法人にあっては、その

主たる事務所の所在地

氏　名　法人にあっては、その

名称及び代表者の氏名　　印　　
電話番号


氏名（法人にあっては、その代表者の氏名）を
自署する場合は、押印は不要であること。

都市計画法第４５条の規定により、許可に基づく地位の承継の承認を申請します。

	開発行為許可年月日番号
	年　 　月　　 日　     第   　　号　

	開発区域に含まれる地域の名称
	

	

　　　住　　所

被　承　継　人　の



　　　氏　　名
	

	承継の理由
	

	権原を取得した年月日
	年  　　　月　 　 　日　　


添付書類　開発行為に関する工事の権原の取得を証する書類

細則様式第１２号（要領第１９関係）（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）
開発登録簿謄本交付申請書
平成　　　年　　　月　　　日　　
熱海市長　あて
申請者　住　所　法人にあっては、その

主たる事務所の所在地

氏　名　法人にあっては、その

名称及び代表者の氏名　　印　　
電話番号


氏名（法人にあっては、その代表者の氏名）を
自署する場合は、押印は不要であること。

　都市計画法第47条第5項の規定により、開発登録簿謄本の交付を申請します。
	開発許可を受けた者の氏名

	

	開発区域の名称

	熱海市

	謄本の枚数及び種類

	　　枚　
①　登録簿　　　②　土地利用計画図　　　③　位置図

	使用の目的

	調 査 ・ 売 買 ・ 鑑 定 ・ その他（　　　　　　　　　）


細則様式第１３号（要領第２０関係）（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）
	都市計画法の規定に適合する建築物等であることの証明申請書

年　　月　　日　

　熱海市長　　　　　あて


申請者　住　所　法人にあっては、その

主たる事務所の所在地
氏　名　法人にあっては、その

名称及び代表者の氏名      印　　
電話番号

氏名（法人にあっては、その代表者の氏名）を
自署する場合は、押印は不要であること。

都市計画法施行規則第６０条の規定により、次のとおり建築物等が都市計画法の規定に適合している旨の証明を申請します。

建築しようとする場所
区域区分

区域区分が定められていない都市計画区域

用途地域

建築物等の用途

都市計画法上の許可を要さない場合にはその該当条項及び内容
該当条項号

内容

都市計画法上の許可を受けている場合にはその該当条項、許可の年月日及び番号並びに許可を受けた者の氏名又は名称
該当条項

許可の年月日及び番号

許可を受けた者の氏名又は名称

※上記のとおり都市計画法の規定に適合していることを証明します。

　　　　年　　月　　日　　　　第　　　　　　号


熱海市長　　　　　　　　印




（注）１　※印の部分には、記入しないこと。
２　農林漁業者の場合は、その旨の証明書を添付すること。
手直工事





指示事項
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